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京都府多様な働き方・テレワーク推進センター設置運営業務仕様書 

 

１ 趣旨 

テレワーク（注１）の導入・定着をはじめ多様な働き方の推進に課題を抱える府内中小企業を

支援するため、京都府多様な働き方・テレワーク推進センター（以下、「センター」という。）

を設置し、府内中小企業からの相談にワンストップで対応できる体制を構築する。 

（注１）テレワークとは、在宅勤務、サテライトオフィス勤務、モバイル勤務等、ICT（情

報通信技術）を活用し、時間や場所を有効に活用できる柔軟な働き方を指す。 

 

２ 委託業務名 

京都府多様な働き方・テレワーク推進センター設置運営業務 

 

３ 業務の主たる実施場所 

京都経済センター（京都市下京区 室町東入函谷鉾町 78 番地）３階（６２㎡） 

 

４ 業務の実施時間 

午前９時～午後５時 

土曜日、日曜日、祝日、年末年始（12月 29日～１月３日）は休みとする。 

※ イベント実施や緊急時等には、業務日の時間外、土曜日、日曜日、祝日、年末年始に対

応を要する場合がある。 

 

５ 業務内容 

本業務は、上記１の趣旨を実現するため、京都府が実施する新型コロナウイルス感染症対策

や多様な働き方の推進に関する取組を十分に理解の上、必要に応じて中小企業を支える経営支

援団体、京都労働局、市町村等と密接に連携し、センターの設置・運営を行うとともに、自ら

も積極的に状況分析・改善方策を提案するものとし、具体的には以下の(2)から(7)の事項のと

おり実施するものとする。 

なお、業務の実施に当たっては、新型コロナウイルス感染症拡大防止に万全の対策を講じる

こと。 

 

(1) センターの設置・運営 

テレワークの導入・定着等に課題を抱える中小企業を支援するためのセンターを開設する

こと。センターには業務の統括や事業の企画立案、進捗管理を行う責任者及び企業からの相

談対応等を行うＩＴコーディネータ等、技術的知見を有する者を置くこと。センターのレイ

アウト等は受託者の提案によるものとし、提案に当たっては以下、(2)から(7)までの内容を

踏まえ、これらの実施に適した内容とすること。 

なお、設置場所は京都経済センター３階とし、京都府は受託者に対し、委託期間中無償で

提供する。その他、必要な物品・設備等は受託者で準備を行うこと。 
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(2) テレワークの導入・定着をはじめとする多様な働き方の推進に関する相談対応 

来所や電話、Ｗｅｂ等により相談のあった各企業の状況に合わせ、きめ細かいサポートを

行うこと。相談対応に当たっては、社会保険労務士・中小企業診断士による法務・経営面か

らの支援、ＩＴコーディネータ等による技術的な支援、臨床心理士等によるメンタルサポー

ト支援を実施し、相談にワンストップで対応できる体制を構築すること。 

なお、テレワークに関する相談対応については、機器の実演を行うなど、来場者に分かり

やすく伝えるよう工夫すること。支援の詳細は受託者の提案によるものとし、京都府と協議

の上、決定すること。 

（例）・時間単位の年次有給休暇制度導入に向けた就業規則の作成・改定の支援 

・業務効率化による年次有給休暇の取得促進に向けた企業経営に関する助言 

・テレワーク導入に当たっての課題分析・現状把握、対象業務の整理の支援 

・企業に適したＩＣＴ環境の選定・導入に関する助言 

・取組の結果を踏まえた改善策の提案 等 

 

(3) テレワークの導入・定着をはじめとする多様な働き方の推進に関する伴走支援 

各企業の状況に合わせ、適切なコンサルティングを行い、テレワークの導入・定着をはじ

めとする企業の多様な働き方の推進を支援すること。伴走支援の実施に当たってはセンター

に相談のあった企業に加えて、訪問による企業開拓等を行うこと。支援の詳細は受託者から

の提案によるものとし、以下のアからエまでを踏まえること。 

ア 企業の状況を把握し、実情に合わせた適切な提案を行うこと。 

イ 機器等の導入を支援する際には特定事業者の商品に特化した提案等は行わず、各機器

等のメリットやデメリットを踏まえた偏りのない提案に努めること。 

ウ 国や京都府等の支援制度の活用を喚起すこと。 

エ 京都府が実施する他事業と連携し、テレワーク導入の導入・定着をはじめとする多様

な働き方の推進に課題を抱える中小企業の情報を収集し、効率的な企業訪問に努めるこ

と。 

  

(4) 京都府子育て環境日本一に向けた職場づくり行動宣言（以下「行動宣言」という）（注 2）

の作成指導及び実践に関するコンサルティングの実施 

子育て中の方をはじめ誰もが働きやすい職場環境づくりの推進に向けて、企業に対し行

動宣言の主旨を説明し、作成を勧奨すること。 

また、行動宣言の内容が、コンプライアンスが確保されたもの、かつ、企業の人材確保

に繋がるものになるように、当業務で配置する就労環境改善アドバイザー等の専門的知見

を活用し、支援企業毎にコンプライアンスの確保及び企業が主体的に行動宣言内容を作成

できるようサポートするとともに、企業ニーズに応じた適切な支援計画を立て、行動宣言

の実践が可能となる伴走支援を実施すること。 

（注 2）企業が従業員に対して、子育てに優しい職場環境づくりに向けた具体的な行動を

宣言し、実践することにより、企業において妊娠・出産、子育てを理解して支援す

る風土の醸成や、子育てしやすい職場環境をつくり、更には子育てを社会全体で応
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援するという気運を醸成すること、また、これらの取組を通じ企業価値が高まるこ

とによって、多様な働き方の実現と人材の確保・定着を目指すことを目的として、

京都府が推進しているもの。 

 

(5) 「多様な働き方推進事業費補助金」（注 3）の活用に関する相談対応・助言 

テレワークの導入に当たって「多様な働き方推進事業費補助金」の活用を希望する中小企

業等に対し、情報機器の整備や社内規定の整備に関する情報提供や助言等を行うとともに、

補助金申請書の点検を行うこと。あわせて、別に示す様式により企業等単位で対応記録を作

成し、京都府に提出すること。 

（注 3）仕事と家庭の両立などに向けた多様な働き方の推進を目的として、中小企業等の取

組に対する費用の一部を助成するもの。 

 

(6) セミナーの開催・運営 

テレワークの導入・定着をはじめ多様な働き方の推進に資するセミナーを開催すること。 

   なお、実施にあたってはリアルでの実施に加えて、オンラインでの実施を行うこと。 

ア 対象者 

府内中小企業等の経営者、人事担当者等 

イ セミナーの企画 

企画等詳細は受託者の提案によるものとし、提案に当たっては以下の(ｱ)から(ｴ)まで

を踏まえた内容とすること。 

(ｱ) テレワーク導入のメリット、導入プロセス、留意点等を伝えること。 

(ｲ) 多様な働き方の理解促進に資する内容であること 

(ｳ) 国や京都府が実施する導入支援制度を紹介すること。 

(ｴ) ＷＥＢ会議システムによる配信等により、地域に関わらず参加できるよう工夫を行

うこと。 

ウ 実施回数 

12回以上 

エ 会場等 

会場の決定に当たっては受託者が候補会場を提示し、京都府と協議の上、決定するこ

と。 

オ セミナー講師 

本セミナーを担当するにふさわしいセミナー講師を提案し、京都府と協議の上、決定

すること。講師は受託者が直接雇用するものに限定せず、内容にふさわしい人物を充て

ること。 

 

(7) 専門家派遣 

来所相談や企業訪問等により、課題解決のため特に専門的な知見が必要な事例に対して専

門家の派遣等などにより支援を行う。詳細は受託者からの提案によるものとし、京都府と協

議の上、決定すること。 

（例）社員のメンタルケアに係る研修を実施したい企業に臨床心理士等を派遣 
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(8) 周知・広報等 

センターや本委託で行う事業の広報及び集客のためのイベント等を行うこと。 

ア リーフレット 10,000部以上 

センターの内容、セミナー・イベントの内容、府が実施する支援制度を盛り込んだ内

容とすること。 

イ ホームページの作成等 

センターの内容、セミナー・イベントの内容等を発信するためのホームページについ

て企画・提案を行うこと。 

ウ イベント等の企画・運営 

センターに隣接するオープンイノベーションカフェ（ＫＯＩＮ）等を活用し、集客の

ためのイベントを開催すること（２回）。イベントの企画等詳細は受託者の提案による

ものとし、京都府と協議の上、決定すること。 

なお、本イベントを５(6)のセミナーの一部に位置付けることを妨げない。 

（例）テレワーク機器の体感イベントの実施 

エ その他広報 

新聞や雑誌、ＳＮＳの活用等、本委託に係る周知・広報を効果的に実施できるよう工

夫すること。 

 

６  人員配置体制 

本業務の実施に当たっては、下表に記載する機能を確保するべく必要な人員を配置すること。 

なお、下表(1)の現場責任者の人数は、上記４に記載した１年間の開設時間数をもって１名と

し、原則として、上記４に記載した業務の開設時間内は、上記３に記載した場所に当該業務の

専任として常駐し、離席する場合も連絡可能な体制を整えること。ただし、上記時間内であっ

ても、当該現場責任者の一週間の法定労働時間を超える時間帯は、代替要員を常駐させるなど

の措置をとること。 

下表(2)(3)(6)の人数は、原則として、午前９時～午後５時（土曜日、日曜日、祝日、年末

12 月 29 日～年始１月３日は休み）の時間数をもって１名とするが、複数名で分担することも

できるものとする。 

また、下表(4)(5)について、具体的な人数や役割は提案によるものとする。（ただし、業務遂

行に課題があると京都府が認める場合は、直ちに増員を行うなど、必要な対応を実施すること。） 

 

 

人員 人数 主な役割 必要な資格・経験等 

(1)現場責任者 １名 ・センター運営業務の総括、企画

立案、進捗管理 

・京都府及び他団体との調整 

・現場責任者の経験が概ね３年以

上あること 

 

(2)ＩＴコーデ

ィネータ 

１名 

以上 

・企業のＩＣＴ化推進に向けたハ

ンズオン支援 

・ＩＣＴ化推進に意欲的な企業の

開拓 

・類似業務の経験が概ね３年以上

あること。 
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７ 運営管理・実施報告等 

(1) 目標数 

業務運営に係る最重要目標として、以下の項目を管理すること。なお、大幅な変更がある

場合は別途協議の上、変更することがある。 

 ア 本事業を利用し、テレワークを導入・拡充した企業数 180社 

イ 行動宣言事業所数 85事業所（注 4） 

ウ ５(5)の補助金に係る支援事業所数 80事業所 

（注 4）新たに行動宣言を行った事業所数で、宣言内容を更新した事業所数を含まない。 

 

(2) 管理項目 

上記目標数のほか、業務の進捗状況を管理する重要な指標として、以下の項目を管理する

こと。なお、項目については、別途協議の上で追加することがある。 

ア 延べ相談件数 2,000件 

イ 多様な働き方推進支援のための企業訪問件数 1,000件 

ウ セミナー来場・視聴者数 1,000人 

エ 臨床心理士等専門家の派遣回数 150回 

 

(3) 報告等 

６(1)及び(2)の実績については、それぞれの数値、業種別の数、内容の詳細、対応結果等

(3)就労環境改

善アドバイ

ザー 

１名 

以上 

・行動宣言の作成・実践及び企業

の就労環境改善に向けたハン

ズオン支援 

・行動宣言の作成・実践及び就労

環境改善に意欲的な企業の開

拓 

・社会保険労務士である者で、そ

の経験が概ね３年以上あること 

(4)業務改善ア

ドバイザー 

１名 

以上 

・企業の業務改善に向けたハンズ

オン支援 

・企業の業務改善に意欲的な企業

の開拓 

・中小企業診断士である者で、そ

の経験が概ね３年以上あること 

(5)企業訪問コ

ンサルタン

ト 

１名 

以上 

・多様な働き方推進に意欲的な企

業の開拓及びハンズオン支援 

・行動宣言の作成勧奨及び作成支

援 

・京都府や関係機関等の各種支援

メニューの案内 

・類似業務の経験が概ね３年以上

あること。又は、上記以外で、民

間企業等において、営業実務の経

験が概ね３年以上あること 

(6)事業推進員 １名 

以上 

・センターで相談者から課題をヒ

アリングし、適切な専門家につ

なぐ 

・京都府や関係機関等の各種支援

メニューの案内 

・「多様な働き方推進事業費補助

金」に関する相談対応 

・多様な働き方推進に意欲的な企

業の開拓 

・その他本業務に係る事業推進 

・類似業務の経験があること。 
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を記載した月報により報告を行うとともに、毎月京都府との運営会議を開催し、その結果を

踏まえ、円滑な業務の推進に努めること。 

 

(4) 進捗状況の確認等 

月報により京都府へ報告する際には、常に６(1)及び(2)の目標数と比較した上で、進捗管

理を行うこと。６(1)及び(2)の実績が目標数を下回る場合又は現行業務に課題がある若しく

は起こりうると予想される場合には、その要因を分析するとともに、京都府と協議の上、積

極的に改善に取り組むこと。 

また、進捗状況や業務実施結果等について、京都府から報告を求められた場合は随時報告

を行うこと。 

 

(5) 事業展開の提案 

本業務を実施し、企業からの相談内容や取組の状況を踏まえ、次年度以降の効果的な事業

展開について提案を行うこと。 

 

８ 個人情報の保護 

本業務を通じて取得した個人情報については､京都府個人情報保護条例等その他関係法令に

基づき､適正に管理し、取り扱うこと。 

 

９ 委託対象経費 

(1) 委託業務に従事する者の人件費（四半期毎の前金払可とする。） 

ア 賃金 

イ 通勤手当 

ウ 社会保険料等 

 

(2) 委託業務に要する事業費 

ア 講師謝金 

イ 旅費 

ウ 消耗品費 

エ 印刷製本費 

オ 燃料費 

カ 会議費 

キ 通信運搬費 

ク 広告費 

ケ 手数料 

コ 保険料 

サ 賃借料 

シ 会場使用料 

ス 京都府と協議して認められた経費 
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10 業務完了報告 

本業務が完了したときは、直ちに以下の事項を記載した業務完了報告書を京都府に提出する

こと。 

(1) 本業務の実施結果 

(2) 本業務に要した経費内訳 

 

11 財産権の取扱い 

委託事業により生じた特許権等の知的財産権は、委託元である京都府に属するものとする。 

 

12 業務上の留意事項 

本事業により事業収入が発生した場合、京都府と受託者は協議の上、必要な場合は委託料を

変更するものとする。 

 

13 その他 

（1）以下の項目に該当し京都府の指導にもかかわらず受託者の積極的な改善が図られなかった

ものと京都府が判断した場合には、委託料の 10 分の１を上限として、変更契約を締結の上、

委託料を減額することがある。 

  ア 目標数が未達成 

  イ 企画提案内容のうち、評価に関する部分で不履行が発生 

 

（2）設定目標（６(1)及び(2)）は、京都府が本業務遂行上必要として設定した数値であるが、

受託者が設定目標以上の提案を行った場合については、協議の上で、当該提案値に変更する

ことがあり得る。 

 

（3）上記５の業務については、京都府が受託者と協議の上、再委託することができる。 

 

（4）その他、契約書及び事業仕様書に定めのない事項や細部の業務内容については、京都府が

受託者と協議して決定するものとする。 

 


